
































































































































































































































































応将仲裁裁決的期限告知当事者人」、英語版は「1. Once the arbitral tribunal
has determined that the proceedings have matured enough for it to render an
arbitral award and the examination has been concluded, the arbitral tribunal shall
make an arbitral award within five (5) weeks from the date of such conclusion;
provided that the arbitral tribunal may, if it deems it necessary in view of the
complexities of the case or for any other reason, extend such period of time to an
appropriate period of not more than eight (8) weeks.  2. The arbitral tribunal shall,
upon conclusion of the examination pursuant to the preceding paragraph, notify


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































11–2 さらに Xは、中国仲裁法９条２項にもとづき Zに対して「清算金
請求の訴え」を Zの住所地である天津市の法院に起こすことができる
（飴）
。
その訴訟時効は承認拒絶の日から４年である（中国契約法129条）。
11–3 Y、Zが日本に財産を有していたときは
（絢）
、Xは日本の裁判所に日本
仲裁法46条にもとづいて「執行決定」を求める申立てをすることができ
る。
管轄は財産所在地の地方裁判所であり、許可または申立却下の決定に対
して抗告、特別抗告ができる。
　この場合、Xの申立てが却下されたとき、Xは日本の裁判所に訴えがで
きるか。中国仲裁法９条２項は、明文で訴えができると規定するが、日本
仲裁法には明文はない。私見では中国法と同様に訴えができると解する。
日本での時効は、仲裁判断日の翌日から10年である。
179（472）
註
（34）　外国仲裁判断だけではなく、国内仲裁判断と渉外仲裁判断も民事訴訟法
217、260条によって執行不許の決定がなされたときは、いずれも上訴はでき
ないが、仲裁法９条２項にもとづいて訴えができるようになり、また仲裁判
断上の債権は自然債務になる。
（35）　秋元佐一郎『国際民事訴訟法論』国書刊行会1994年607頁。
（36）　仲裁判断が承認拒絶または執行不許とされた場合に当事者が法院に訴えが
できることと、仲裁判断上の債権が自然債務になることとは、論理上も矛盾
しないと考える。
　　ただし、本件では10‒1のようにすでに Zは Xを被告として天津一中院で本
契約解除の確定判決を得ているので、この既判力により Xの訴えは却下され
る可能性がある。
（37）　例えば、Y、Zが日本にある会社に対して株式、出資、社債を有したり、銀
行預金を有する場合が考えられる。
12　日中商事仲裁の将来～むすびにかえて～
12–1 本稿で取り上げた２件の承認拒絶の理由をまとめると、次のとお
りである。
　　１．信越化学工業 vs江苏中天科技
　　　　１）仲裁判断の時期が超過したこと
　　　　２）仲裁判断の時期を通知しなかったこと
　　２．信越化学工業 vs天津鑫茂科技
　　　　１）仲裁判断の時期を通知しなかったこと
　　　　２）仲裁請求変更の「求意見書」を送達しなかったこと
　上記１の１）を除いて、他はいずれも通知や書類がＺに送達されていな
いという「送達に関する」理由である。X側は送達したといい、Zは受領
していないといい、結局のところ法院は「送達したという証拠がない」と
して、不通知と不送達を認定して承認拒絶の理由にした。
　送達の有無は、JCAA仲裁規則のある規定が訓示規定か強行規定かとい
う議論よりも、むしろ事実認定の問題であり、JCAAの信用上、ぜひ送達
の真相を明らかにしてほしいと思う。さらに裁判所送達の方法を利用しな
いで、あえて中国弁護士に送達を委託する方法を採用した理由も説明して
180 （471）
ほしい。
12–2 ２件を総合的にみると、中国側はもし仲裁判断が承認されると地
元の有名な上場企業がたちまち債務超過に陥り、倒産等の危機に至る可能
性があるので、なんとしても拒絶理由を探すべく、北京へ行って国際私法
の専門家と相談し、懸命に研究した結果、ついに「仲裁判断時期の超過」
と「通知の欠如」という手続上の違反を発見し、この手続上の瑕疵を強行
規定ととらえて、ニューヨーク条約５条１項（b）（d）に結び付けたという
ことができる。
12–3　本誌に連載中の本年５月に、JCAA仲裁部長である中村達也氏が国
際商事法務５月号で中国法院の判断および筆者の私見に対する反論を掲載
された。
　今後、本ケース２件が提起したいくつかの問題に関して、一層の議論が
展開されることを望みたい。
